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情報技術 は,日 進 月歩 に発展 し,情 報処理 システムのあ り方 も大 き く変化 し
てい る。今 日の厳 しい経営環境の 中において も,各 企業 は生 き残 りをか けて,
情報技術 を利用 し,経 営革新や経営改善な どさまざまな取 り組みを行 っている。
そ れ は,企 業 内で 完結 す る取 り紐 み に と どま らず,製 版統 合.製 販 提携,
SCM(SupplyChainManagement)など企業 間の協調 的な取 り組 みへ と展 開
してい る%
流 通情 報 化 に 目 を 向 け る と,特 に,POS(PointofSales)シス テ ム は
チ ェー ン ・ス トアを中心 に広 く小売 企業 に普 及L ,ま た,流 通企業 間の取引 に
もEOS(Electronic(』)rderingSystem),EDI(ElectrollicDatalnterchangei)
の活用が積極化 してい る・さ らに,こ れ らの流通情報 システムは・単 なる取引
業務の効率化か ら企業間の情報 共有 に基づ くSCMな どの基盤 イ ンフラとな り
つつあ る,,
本稿では,流 通情報化 に焦点 を当て,大 衆 医薬 品小売企業への アンケー ト調
査デー タを用 いて,既 存 の流通論 にお ける鍵概念や視角か ら,そ の情報化 の性
格を実証的に明 らか にす ることを目的 とする。
1)製 販統合,製 販提携,SCMに ついては,そ れぞれ,石 原武政 ・石井淳蔵編 『製販統合』 日本
経 済新 聞社,1996年,渡辺達朗 『流通 チャネル関係の動熊分析』 千倉 書房,1997年,藤野直明




かつ ては,企 業のほ とん どすべ ての情報処理が メインフレーム と呼ばれ る大
型計算機 によって集中 して行わ れていた。 この時代 の情報 システムの主流 は,
特定 のベ ンダー企業が必要なすべ てのハ ー ドウェア,ソ フ トウェアを提供す る
独 自規格 の クローズ ド・システムで あった。
しか し,コ ンピュータの性能は.ム ーアの法則 と称 され る速度で急速 に向上
し,パ ソコンや ワー クステー シ ョンによって企業 の業務を遂行す るのに十分 な
処理能力を持 った情報 システ ムを構 築で きるよ うになった。1990年代 以降は,
多 くの企業 が採用 してい る標準的な技術規格 に準拠 した技 術 を利用 して,サ イ
ズや メー カーの異なる情報機器を相 互に接続 し.外 部 のデータ,プ ログラムの
交換 を 自由 に行 うことので きるオープ ン ・システムヘ の移行が進んでい る21。
その結果,情 報処理 システムにお けるダウンサイジ ング,分 散処理.オ ー プ
ン化への流れが もた らされ,安 価で高性能な情報 処理 システムが構築で きるよ
うになってい る。
同時 に,ネ ットワー ク技術 の発達 によって,企 業 間取 引に もEDIが 進展 し
ている。EDlについ ては,論 者 によって認識が異 なっているため.こ こでは.
末 松 に依 りなが ら,整 理 してお こう3'。まず,広 義の定義 として,一一般商取 引
デー タを電子的に交換 す ることすべ てをE正)1とす る捉 え方 がある。EDI普 及
の初期段 階で は特定 の企業問で独 自規定 を作 り、特定の企業間だけで デー タ交
換を行 うグループが発生す る。そのよ うな独 自のデー タ交換規定 で もデー タを
電子的 に交換すれ ばEDIと 捉 えるのが この広義 の定義で ある。… 方,広 く社
会的 にデー タを電子 的に交換す るには,標 準規約が策定 され,そ れ を順守す る
こ とが求 め られ る、,こうした標準 を順守 したデー タ電子 交換 だけをEDIと す
2)遠 山 曉 ・村 田 潔 ・岸 眞 理子 『経 営 情 報 論 』 有 斐 閤 、2003年.81ベー ジ1、
3)末 松 千 尋 『CALSの 借 界』 ダ イ ヤモ ン ド社.1995年,21ペー ジ,Il6ペー ジ。
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る狭義の定義 も存在する。つまり,EDlの定義には,大 別すると 「あ らゆる
種類のデータ電子交換を意味する場合」と 「標準に準拠 したデータ電子交換の
みを指す場合」の二つが存在 している。












まず,流 通企業に とって最 も重要 と考 えられ る情報化 の対象 を考 えな ければ
ならない。
渡辺 によれば,「流通情報 システ ムは,一 般 に,主 として販売 デー タを軸 と
す る営業情報 系 システム と,主 と して在庫 デー タを軸 とす るロジステ ィクス情
報系 システム とに大き く分 けられ る」5β。前者 は,販 売 に関わ るシステム,後 者
は仕入れに関わ るシ ステムであ る。昨今,両 方 のシステムが独 立 して存在す る
のではな く,,企業内で相互の システ ムは連動 されていた り,さ らに,垂 直 的企
業 間の取引 におい ては,川 上企業 の営 業情報系 システム と川下企業 の ロ ジス
4)宋 松,前 掲 書 、ll9ペー ジ,閾 領 二 郎 『オー プ ン ・ネ ッ トワー ク経 営 』 日本 経 済 新 聞 守上1995
年17ペ ー ジ。
5)渡 辺.前 掲 書,141ベー ジ、,
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テ ィクス情報系 システムがEDIを 介 して接続 され る場 合 もあ る。 ロジステ ィ
クス情報 系 システ ムにおいて,EoSやEDIが 巾心 的位置付 け にあ り,POS
システムは特 に小売企業 にとっては営業情報系 システムの中心に位 置付 け られ
る%
したが って,小 売業者 とその取 引先 との企業 間関係を想定 した場 合,流 通情
報化 の中で,PoSシ ステ ムおよび企業 間の デー タの連携 を可能 にす るEOS
やEDIが 重要 な役割 を果た してい ると考 え られ る。
1)POSシ ステ ム(PointofSales:販売時点情報管理 システム)
POSシ ステ ムとは 「光学式 自動読取 方式の レジス タに よ り,単 品別 に収 集
した販売 情報や什 入れ,配 送 などの段 階で 発生す る各種 の情報を コンピュー タ
に送 り,各 部門がそれぞれ の目的に応 じて有効利 用で きる ような情報 に処理,
加工 し伝送す る システム」71であ る。POSシ ステムの特徴 としては ① 自動読
取 り,② 販売時点 の リアル タイムな情報収集,③ 商品管理(単 品管理).④
情報 の集 中管理な どがあげ られ る、1
こう したPOSシ ス テムを導入す ることに よって,小 売企業の レ ジ作業 の効
率化,商 品の販売状況の迅速 かつ詳細な把握が可能にな っている。
2)EOSとE工)I
EOSと は,ネ ットワー クを利用 した オ ンラインによる受発注 システムの こ
とであ る。その ため,EoSに よ って企業 間で交換 され る流 通情報 は、受発注
デー タを巾心 としてい るが,受 発 注 は取引 の中心 的業務であ るため,E(:)Sは
EDlの中核的 サブ システムを構成 してい る と言 える。そ こで本稿 では,EoS
を含め,広 義 の企業 問の電子的 デー タ交換 をEr)1として捉 えることにす る。
日本で は,EOSの 構築 を通 じ,流 通業 を中心に企業 グループご と,業 界 ご
6)高 嶋 は,オ ンライン受発注 システムやP〔)Sシステムを総称 して 「物流情報 システム」 と呼ん
で いるが,こ れ らの システムは物流だ けで な く,販売 な どにも活用 されてい るため,本 稿では
「流通情報 ンステム」 とい うよ り包括的 な用語を採用す る。高嶋 克義 『現代商業学』 有斐閣,
2〔)02年.81-82ペー ジD
7)流 通 システム開発 センター 『概説 流通情報 システム化2002年度版』2002年.65ページ,
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返品 返品 返品データ 小売業→卸売業/商品メーカ
卸売業→胤 占メーカ
ORDERS1996年正式開発
出所:(財)流通 システ ム開発 センター 『概説 流通情報 システム化一 流通 コー ドセンター の活
動 を中心に一2002年版』2002年,108べ一 ジ。
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とにEDIの 導 入が 進 んで きた8》。流 通業 で は,1980年以 降,EOSに 始 まる
JCA手順1ゆによるEDlが 広 く普及 した。 しか し,EDIの 適用業種 の拡 大や業
際化に伴 い,よ り精密な情報交換 を行 う必要が生 じて きた。
そ こで,JEDICOS(JapanEDH・rCommerceSystems)が策定 され,今 日,
中大手 流通企業 な どで利用 され てい る.こ のJEDICoSは,「流通標 準EDI
メ ッセー ジ(JEDICOSメッセー ジ)」「E正)1標準契約」 「EDI運用規約 案」 か
ら構 成 さ れ て い る。JEDICOSメ ッセー ジは,EDIの 国 際 標 準 で あ る
UNIEDIFACT1【1)に基 づ き,西 欧EDIFACT委 員 会 の 委 託 を受 けて 国 際
EAN協 会(ベ ルギーに本部 を置 く国際的な コー ド管理機 関)に よって流通業
界向 けに開発 されたEANCOMに 準拠 して開発 されてい る。
(財)流通 システ ム開発セ ンターに よると,小 売 企業 にお けるPoSシ ステム
の普及率 は84、0%,オンライ ン発 注な どのEDIの 普 及率 は79,7%であ り!P,
現在,こ の両者 は流通企業 に広 く普及 してお り,流 通 における重要性を裏付 け





8)情 報処理学会編 『新版 情報処理ハ ン ドブ ック』 オーム社,1995年,1119ペー ジ.
9)EDIにおけ るファ イル転送 に利 用される通信 予順の 一種 で,1980年に 日本 チェー ンス トア協
会(JCA)によ り策定 された。 スーバー や コンビニ エ ンスス トア.量 販店 とい った・卜売 業,食
料 品や 日用雑貨 メー カーな どの流通業界 において,標 準 的な通信手段 と して広 く利用 されてい る。
10)1暫lnjtedNationsmlesfoTElectr(micDataInterch謹ngeForAdministmtion,Commeτceand
Tmnsp・rtの略。 国際 的な電 子 デー タ交換 に関す る 規則集 の ことで、国 連/欧 州経 済委 員会
(UN/ECE)によ り策定された,、EDIFA(:Tは標準 メ ッセージ集(注 文書や請求書な ど,商 取引
で や り取 りされ る様々 な書 式を.よ り広 く利 用で きる ように可能 な限 り標準 化 した もの)や
EDIFACTシンタックス ルー ルなどで構成 され、LDIFACTシンタ ックスルー ルは国際標準化
機構 に登録 されてい る(IS{)9735)ひ





情報化を捉 えるに当た り,情 報化への積極性 を示す概念 を経済的に投 資額に
よって把握 する ことが一・般 的であ る。本稿で もこれ らの流通情報 システ ムに対
す る投 資の観点 を一つ の分析 の視点 に据 え る。
情報化投資 に関わ る論点 として,情 報化投資 は関係特定的投 資 と呼べ るのか
とい う点が浮か び上が る。
流通チ ャネル論 において も,L.W,Stem&T.Reveの政治経 済 アプ ローチ1zl
の提 起を契機 とし.経 済的側面 をチ ャネル研究 に取 り込むために,取 引 コス ト
論 が採 用 されて きた。0.E.Williamsonによれば,取 引 コス ト論 の取引様式 の
点か ら見 る と,そ の主要 な次元 は,資 産特 定性(AssetsSpecificity),不確実
性(IUllcertainty),頻度(Frequen(;y)とされてお り,特 に,資 産特定 性 を重
要視す る点が,組 織 の経済性 を取 り扱 う他 の理論 との最大の違いで あ る13〕。
例 えば,高 嶋 によると 「チ ャネルにおける取引関係では,製 造業者 と流通業
者 の双 方によって,そ の関係 に特定 的な資源が投 入され る。た とえば製造業者
が流通業者 に誘 因と して提供 した り,流 通業者が貢献努力を有効 に行 うために
投 入す る店舗設備や販促資材,販 売 員教育.あ るいは製造 業者 と流通業者 とを
結ぶ コ ミュニ ケー シ ョン ・チャネルな どは関係特定 的な資源であ る」1心とされ
てお り,EDI投 資 もこれまで関係特定的投資 と見なされてきたと考 えられ る。
しか し,取 引関係 にお ける投資 は,関 係特定的か否か とい う二分法で分類で
きる訳て はない。〔).E.WiUiamsonによれば,一 般 に,コ ス トは固定費 と変動
費 に区別 され,さ らに固定費,変 動 費双方 ともに 「完全特 定的(whollyspe-
cifi(!)」と 「非特定的(nollsl)ecific)」の二種類 が認識 され,そ の特 定性 の程 度
12)Stem,L,W、&Reve,T.,'DistrlbutionChannelsAsPoliticalEconomieslAFramewQrkfor
ComparativeAnalysiボ」側 η,``iqズ`～1ω如!"～邸Vol.44,1980、pp.52-64.
13〉Willi`ims(》n、(〕.E、,丁加 どω ノ～ρ〃～1`1ノ'痂'躍10η5`ゾCαμ 加 傭7π
,TheFreePress,1985.



















しか し,先にみた通 り、情報化が進展し,中で も標準仕様E正)1が普及する
中で,EDI投資 も必ず しも,資産特定性が高いとは言えなくなってい るので
はないだろうか。つま り,流通企業間の情報化投資は関係特定的投資 と言える








情報の種類 商踊 性情報 商 品 自体 消費者二一ズ 販売取引情報
































注1)典 型的なプリモー ション ・キャンベー ン問隔(メ デfア ・商品 によって違 う)。
2)量 販 店の来店頻度、
3)年 次定剛調査。
4)加 工食 品の発注 間隔。












生産 と消費の懸隔の種類 は,W,Mclpnesによって 「空間(space)」「時問
17)小川孔 輔 「マーケ テ ィング情報 システ ムの構造 と革新」(矢作 敏行 ・小川孔 輔 ・害 田健二





なされてきた191。その結果,数 多 くの流通機能表が提示され,ま た,流 通フ














払は決済機能を構成 している,、特に,取 引機能は,最終消費者への需要創造 と
いう役割を担 っている。
今 日の情報化の進展の中で,EDIを介 してや り取 りされる電子化された流




19)拙 稿 「流 通 機 能 表 の 系 譜 と情 報 流通 」 『経 済 論 叢』 第171巻第3号.2003年3月 。





流 通 フ ロー 取 引 先 流通対象 小売企業 備 考
物 流 輸 送 ⇒ 財 ⇒ 在 庫 ロ ジス テ ィク ス機 能
商 流 販 売 ゆ 所有権O購 買 取引機能(需要創造)
資 金 流 請 求 φ 貨 幣 Φ 支 払 決済機能
情 報 流 上記機能遂行に伴い情報流が生成される
第4表 流通機能と流通情報













ロ ジ ス テ ィ
発注勧告データ 受信
クス機能 発注データ 送信














どが含まれる。そごで,こ こから,流通機能とEDIを介 してや り取 りされる
流通情報の対応関係を考えていこう。
電子化された流通情報は,流通機能の遂行に伴い情報システムやネットワー
クを介して生成,流通,蓄 積され,そ のプロセスの中で,あ る流通情報 は別の
流通情報へと引き継ぐことが容易である、例えば,あ る商品が販売されると,
「POS売上情報」に計一Lされ,同店内の 「在庫情報」は更新される、,商品の
在庫数が一定数以下になると,そ の商品を発注す るために,取 引先へ 「発注
データ」が送信される。このように,流通機能の遂行によって関連情報がや り
取 りされる。そのため,あ る個別の流通情報が,特定の流通機能 と必ず しも1
対1に 対応するとは限らないが,基本的には.流 通機能を中心に関連情報が組
織されると言ってよいだろう。第4表 は,先 のJEDICoSを踏まえ,小 売企
業 とその取引先の問で相互にや り取 りされる可能性のある流通情報を抽出し.
仮説的に流通機能 と流通情報の対1、む関係を整理 したものである。
以上の議論から、個々の流通機能の遂行を基点として,流 通情報は生成。流














調査 は,2003年11月に アンケー ト郵送法 によって行 った。調査対象企業 は,
(株)日本 ホー ムセ ンター研究 所編纂の 『ドラ ッグス トア名鑑2qo4』に掲載 さ
れ てい る ドラ ッグス トア ・薬局薬店か ら280社を無作為抽出 し,『大衆医薬品流














今回の調査では,小 売企業が取引先に送信 している情報および取引先か ら受
信 している情報を合わせて合計22種類の流通情報のや り取 りの有無を確認 して
いる。その結果を第1図 に示す。全51標本の中で,何 らかの流通情報の共有の







指 標 の 方 向 標準
指 標 質 問
12 3 45
標本数 平均値 偏差
取引先企業数 貴祉の大衆医薬占∴の取引先は 49 1,7.7815,万
何社ですか
PoSシステム投 貴祖 よPoSンスナムにどの 導入して 中程度 非常に積 51 3.591.lo
資 程度投資されていますか い な1、覧 極的
小売企業EDI投貴社はEDIにどの程度投資 導入して 巾程度 非常に積 50 2.70L31
資 されで.・ますか t・ない 極的
情 Emの資産転用 貴枷こおける最人取引先との 全く利用 中程度 全取引先
性1小売企業) EDIは,他σ)取引先にも利 不可能 に利用可 49 2.701.52
報
用可能ですか 能
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V論 点 の 検 証
本稿で検証 しなければならない関係は.第1に,流 通企業間の情報化投資 と
資産特定性はどのような関係にあるのか,第2に,流 通企業間の流通情報は流




ここでは,第1の 情報化投資 と資産特定性の関係についての論点に対 して,
回答を試みたい。
まず第1に.企 業間にまたがる情報化がこれまでの通説通 り,関係特定的投








第2に,企 業 間にまたがる情報化は,情 報化技術の進展,特 に,標準仕様
EDIの利用によって資産特定性の低い技術が採用可能になっているとの立場








対 し,相関分析を適用す るこどによって確認する。その結果は,第6表 の通 り
である,、
まず,小 売企業のE正)1投資水準 と資産転用性,取 引先のEDI投資水準 と











次に,小 売企業のEDI投資水準 と取引先企業数 との相関係数 も有意水準
5拓で正の相関を示 している。つまり.Er)1投資に積極的に投資 している企












ここでは、「取引先 とのEDlとの共有情報」の質問項目に対 して,何 らか
の情報のや り取 りがなされている34社の標本を川いて,分析を行 う。 これ ら回
答企業の標本のパターンを34次元空間と見なして,そ の空問の個別の流通情報

















































が高い要素(流 通情報)か ら段階的に結合され,最 終的に一つのグループに統






である。第1図 においては,ク ラスターが3つ から2つに結合される段階の距
離が最 も大きい。そこで,ク ラスター数が3つ の段階に着目する、,
第1ク ラスターは 「支払い(案内)デ ータ」から 「品切情報」までの9種 類
の情報によって形成されている。第2ク ラスターは 「商品規格提案」から 「商


















EDI投資水準が高まれば,流 通情報の共有化水準 も高 くなるとい う関係が想
定される。
これらの関係について,相 関分析を適用 した結果を第7表 に示す。



































積極的である傾向を示唆 している,、また,小 売企業のEDI投資水準 と取引先
のそれ との相関係数 も高い値を示 している,、EDIを利用 して取引を行 う場合,











れまで取引 コス ト論の中で論 じられてきた関係特定的投資に相当す るか どうか







第2に,小 売企業とその取引先 とのEDIでや り取 りされる流通情報が流通
機能単位に分類されるかどうかの検証を試みた。流通情報の共有化に関して,
個別の流通情報の レベルにまで細分化 し,構造的に把握 しようという点に,木
研究の独自性があると言えるだろう。その結果,今 回取 り上げた22種類の流通
情報から,決済機能に関わる情報だけは一つの独立性の高いグループとして抽




資 と情報共有化 とは基本的に無関係である一方,小 売企業 と取引先双方の
E1)1投資が情報共有化水準 と深 く関わっていることが確認された,1さらに,
在庫系情報,販 売系情報の共有には,小売企業のEr)1投資が強 く関わ り,小
売企業の主体性が要求されるのに対 し,輸送系情報の共有には,小 売企業と取
42(292)第174巻 第4号
引先双方のEDI投資が必要とされていることが確認された。
最後に,本稿の課題について述べておく。今回の調査では,主 に小売企業 と
その取引先とのダイア ドの関係を問題にしてきた。そのため,本来であれば,
決済に関わる流通情報の共有を考える場合,銀 行などの金融機関との振込依頼
や入金通知などの情報 も取込む必要があったであろう,,この点は,決済に関わ
る流通情報が上手く分類されなかった原因としても考えられる。
